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 １

３５ 

 

 

消費生活の安全安心ネ

ットワークの整備～悪質

事業者の処分・公表に

係る広域連携～ 

［H19 年５月～］ 

 

（福岡県） 

 

※所期の目的は達成 

済み 

［取組方針の決定］ 

 （平成19 年10 月知事会議） 

各自治体が連携して事業者処分等を行い、悪質な訪問販

売やマルチ商法等を行う事業者を広域的に排除するととも

に、処分情報を連携して公表し、消費者被害拡大の未然防止

と消費者の自立支援を図る。 

このため、処分・公表等の連携実施体制の整備及び処分

等に取り組む。 

・ Ｈ20 年3 月までに各県間の連携方法を整備する。 

・ H20 年4 月以降、整備した連携手法により処分等を実施 

・ H21 年度の知事会議に実績報告 

 

［実績］ 

○連携組織の設置 

 ・消費生活の安全安心ネットワーク担当課長会議設置 

 ・消費生活の安全安心ネットワーク実務担当者会議の

設置 

 

○連携の実施及び手法の確立 

・広域及び悪質事業者に係る各県間の情報交換 

・行政指導及び処分のための各県間の相互支援 

・各県連携による行政指導及び処分・公表手順の確立 

○各県連携による行政処分等の成果 

複数県連携による処分・公表実績 

・ＳＦ(催眠)商法業者への業務停止命令[3 か月] 

平成 20 年 9 月 4 日（佐賀県・長崎県） 

・訪問販売業者への業務停止命令[3 か月] 

［現在の取組状況］ 

○継続して、取り組みを実施中 

・ 実務担当者会議 ：平成 24 年 3 月 13 日～14 日開催 

：平成 24 年 7 月 19 日開催 

・ ネットワーク会議（課長会議）：平成 23 年 5 月 12 日開催 

・ 事業者に対する複数県による合同調査の実施 

 

 

［今後の取組方針］ 

○県境を越えた広域的な活動を行う悪質事業者に対する連携し

た行政処分・公表等を実施する体制の整備や広域的な行政

処分等の成果により、所期の目的は達成した。 

引続き、広域的な連携体制を維持し、広域及び悪質事

業者に対する円滑かつ効果的な行政処分等を実施するとと

もに、処分等の情報を連携して公表し、将来に向かって発生

することが懸念される消費者被害拡大の未然防止と消費者

の自立支援を図る。 

○今後の検討課題 

  各県の指導・処分担当職員の相互研鑽 

  各県連携による合同調査の円滑化 

 

○今後のスケジュール 

・消費生活の安全安心ネットワーク会議の継続開催 
・各県連携による合同による事業者調査の実施及び行政処

分の実施 

・各県による行政処分の実施 
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 ２

平成 22 年 10 月 7 日（福岡県・佐賀県・長崎県 

              ・山口県） 

各県による処分・公表実績 

・平成１９年度 

業務停止命令：１社（山口県１） 

指示：２社（長崎県１、沖縄県１） 

 

・平成２０年度 

業務停止命令：１社（鹿児島県１） 

指示：２社（福岡県１、長崎県１）  

・平成２１年度 

業務停止命令：３社（福岡県２、長崎県１） 

業務停止命令及び指示：１社（熊本県１） 

・平成２２年度 

業務停止命令：３社（福岡県 1､長崎県 1､大分県 1） 

指示：１社（鹿児島県１） 

・平成２３年度 

  業務停止命令：３社（福岡県1、佐賀県1、長崎県1） 

指示：２社（福岡県 1、佐賀県 1） 

・平成２４年度 

  指示：１社（長崎県 1） 

 

 

 

 

 
 


